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北海道地方最低賃金審議会６９１円（＋１３円）の答申－10/15発効予定

北海道地方最低賃金審議会は、８月６日に示された中央最低賃金審議会の2010年地域別最低賃金の引き上げ目安をまとめたことを踏まえ、８月９日から本格的な審議に入っていた。

　今回の最低賃金の審議にあたって、政権交代により政労使による雇用戦略対話での合意事項である、生活保護費との乖離の解消と「できる限り早期に全国最低８００円を確保し、景気状況に配慮しつつ、全国平均１，０００円をめざす」こと、特に労働側はこうした合意の背景となった経済成長や中小企業支援策の実施の取り組みも同時並行的に進めていくべきで、内需拡大のためにも最低賃金大幅引き上げが必要と強く求めてきたところである。

　しかし、使用者側は「雇用戦略対話の合意には、前提条件として成長率が名目３％、実質２％となっている。加えて中小企業支援策、中小企業の生産性向上があり、これらのことが実績として示されていない。道内の景況も回復基調にはなく経営が厳しいことなどから、この間の確認されてきた生活保護費との乖離解消部分で精一杯。」と主張し、金額提示では大きな隔たりをもったまま平行線となり、中央最低賃金審議会の目安を上回る金額回答を引き出すことができなかった。
　一方、今審議会における答申書に「生活保護費との乖離額の早期解消、早期に最低賃金８００円を確保すること（中略）戦略対話合意の実現に向けて今後も検討を行っていく」「行政機関の委託も年度途中の改定により履行確保に支障がないよう発注時に配慮する」との記載を求め合意を得たことから、今後の道筋が確認されたと判断し、１３円引き上げに賛成することとした。
　従って、６７８円から６９１円への１３円引き上げを、２０１０年１０月１５日発効（予定）を公労使三者で合意に至って、２０１０年北海道地域最低賃金の審議を終了した（別紙「北海道最低賃金の改正決定について」参照のこと）。

　この間、北海道段階では８月２日には全道総決起集会、８月１２日には労働局前において昼休み集会等の開催、そして、同時並行して最低賃金審議会に対する要請行動等を開催しながら、地域最低賃金の生活保護費との乖離解消、大幅引き上げを求めて取り組みを進めてきた。８月１９日示された最賃審議会答申は、深刻な北海道経済や地場産業の状況を踏まえて金額面では不十分な点は残されたものの、雇用戦略対話の確認事項を早期実現に向けて公労使が検討するという合意が得られたことは、これまでの運動の到達点と踏まえる必要がある。
　自治労北海道本部は引き続き連合北海道などと連携して、生活できる最低賃金への引き上げをめざし、雇用戦略対話の合意の具体化や生活保護費との乖離を早期に解消するため、大幅引き上げと最賃制度の抜本的な改革をめざして取り組みを強化する。
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